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１．はじめに

本稿は，日本多国籍企業の中国における研究

開発活動の全体像を分析１）することを目的とし

ている。

近年，中国国内の経済・技術・市場環境には

大きな変化が起こっている。それにともなって

日本多国籍企業による中国への直接投資も増加

している。中国での海外直接投資は，量的な変

化のみならず，質的な変化も起こっている。そ

の１つの変化は，日本多国籍企業による中国に

おける研究開発活動が活発化していることであ

る。

国際協力銀行金融研究所（２００７）の調査２）によ

ると，調査対象となった６００社３）の日本多国籍

企業（製造業）は海外に１１,５１６ヶ所の現地法人

を設置している。また，中国において現地法人

数は２，５９８ヶ所で，全体の２２．６％を占めてい

る。そのうち，生産拠点は１，７５０ヶ所（全体の

３０．１％），販売拠点は６７３ヶ所（全体の１４．３％）

となっている。すなわち，２００７年の時点では

中国は日本多国籍企業にとって重要な海外生

産，販売地域になっていると考えられる。

他方，調査対象になった６００社は海外に２７２

ヶ所の研究開発拠点を設置し，地理的に北米，

中国，EU１５の３つの地域に集中しているとい

う特徴が明らかになっている。そのうち，中国

では５６ヶ所が設置され，全体の２０．１％を占め

ている。研究開発拠点の設置数からみるかぎ

り，北米につぎ第２位となっている。つまり，

中国は，日本多国籍企業にとってすでに欧米に

次いで重要な海外研究開発地域となっている

（図表１）。

また，国際経営論の先行研究においても，近

年の日本多国籍企業の中国での研究開発活動の

活発化傾向が指摘されている。

たとえば，吉原・メセ・岩田（１９９９）は，日本

多国籍企業によるアジアでの研究開発活動は，

１９９０年代半ばから本格的な増大期を迎えてい

るとしている。さらに，中国での研究開発活動

に関して，同研究は調査の時点で中国において

稼動している日本多国籍企業の研究開発拠点が

２９ヶ所あり，そのうち１９９５から９８年の４年間

で２３社が設置されており，最近の５年間に集

１）本稿でいう全体像の分析とは，できる限り多く
の拠点を対象にして分析するということを意味
しており，多くの分析項目を設定して分析する
ということを意味しているわけではない。

２）調査対象：製造業で海外現地法人を３社以上
（うち，生産拠点１社以上を含む）有する会社。
調査票送付企業数：９７０社。回答企業数：６００
社（回答率６１．９％）。調査時期：２００７年に発
送，同７－８月にかけて回収。主な調査内容：
中期的事業展開の見通し，海外事業展開の実績
評価，有望事業の展開先国，グローバルな販売
市場での競合，国際競争力の維持・向上のため
に重要な国内外での取り組み。

３）調査対象企業の業種分布は電機・電子１１１ヶ
所，自動車１０３ヶ所，化学８５ヶ所，一般機械５３
ヶ所，精密機械３８ヶ所，食料品３５ヶ所，繊維
３４ヶ所，金属製品２１ヶ所，石油・ゴム１９ヶ
所，釜業・土石製品１６ヶ所，非鉄金属１６ヶ
所，鉄鋼１５ヶ所，輸送機（自動車を除く）８ヶ
所，紙・パルプ７ヶ所，木材・木製品３ヶ所，
その他３６ヶ所となっている。
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中していることを指摘している４）。

また，安田（２００３）によれば，日本企業の海外

研究開発拠点の設置は，１９８０年代終わりから

１９９０年代初頭にかけて本格化していることが

明らかになっている。他方，拠点設置先をみる

と，２０００年代から日本多国籍企業の研究開発

拠点の展開は米国では鈍化し，中国では増加し

てきていると指摘している。

しかしながら，日本多国籍企業の欧米など先

進国での研究開発活動を対象にした研究は，

１９８０年代後半から行われ，豊富な研究が蓄積

されているものの，日本多国籍企業の中国にお

ける研究開発活動は期間的にまだ短く，それら

を対象にする研究はまだ十分に展開されておら

ず研究課題として残されている。

そこで，本稿ではそれらの研究課題に取り組

むべく，まずは東洋経済（２００７）のデータを用い

て日本多国籍企業の中国における研究開発活動

の全体像を解明する。

２．先行研究の検討と課題

ここでは，日本多国籍企業の中国における研

究開発活動の全体像に関わる先行研究について

検討する。

全体像に関わる研究としては，吉原・メセ・

岩田（１９９９），北（２００２），安田（２００３，２００５），春

名（２００５），金（２００６），趙（２００７），近藤（２００７），

などの研究がある。

吉原・メセ・岩田（１９９９）は，日本多国籍企業

の研究開発の国際化について海外アンケート調

査をおこなった。このアンケート調査では，日

本多国籍企業の海外研究開発の全貌がほぼ明ら

かになっている。
４）吉原・メセ・岩田（１９９９），p.２０。

拠点分類
地域・国

研究開発拠点 生産拠点 販売拠点 その他 計

NIEs ３ １２（ ４．５） ４９８（ ８．８） ７５５（１６．０） ６２（ ７．１） １，３２７（１１．５）

ASEAN５ ４５（１６．５） １，３５６（２４．０） ８５２（１８．０） １５４（１７．７） ２，４０７（２０．９）

中国 ５６（２０．６） １，７５０（３１．０） ６７３（１４．３） １１９（１３．６） ２，５９８（２２．６）

その他アジア ７（ ２．６） ２６１（ ４．６） １４３（ ３．０） ２９（ ３．３） ４４０（ ３．８）

北米 ８３（３０．５） ７９６（１４．１） ６５５（１３．９） ２５４（２９．１） １，７８８（１５．５）

中南米 ３（ １．１） ２３５（ ４．２） １８２（ ３．９） ４９（ ５．６） ４６９（ ４．１）

EU１５ ５５（２０．２） ４８５（ ８．６） １，０５６（２２．４） １５２（１７．４） １，７４８（１５．２）

中・東欧 ５（ １．８） １２９（ ２．３） ９０（ １．９） ４（ ０．５） ２２８（ ２．０）

その他欧州 － １７（ ０．３） ５９（ １．２） ４（ ０．５） ５２（ ０．５）

ロシア・他CIS － １３（ ０．２） ５６（ １．２） ４（ ０．５） ５２（ ０．５）

大洋州 ６（ ２．２） ６３（ １．１） １２０（ ２．５） ２９（ ３．３） ２１８（ １．９）

中近東 － １９（ ０．３） ６２（ １．３） ６（ ０．７） ８７（ ０．８）

アフリカ － ２９（ ０．５） ３９（ ０．８） ６（ ０．７） ７４（ ０．６）

合計 ２７２（１００．０） ５，６５１（１００．０） ４，７２１（１００．０） ８７２（１００．０） １１，５１６（１００．０）

図表１ 日本多国籍企業の海外拠点の分布

出所）国際協力銀行金融研究所（２００７）より筆者作成。
注）（ ）内は全拠点数に対する構成比率。計算は四捨五入のため実際の計は１００％にならない場合がある（以下の表すべてに

共通）。
NIEs ３：韓国，台湾，香港。
ASEAN５：シンガポール，タイ，インドネシア，マレーシア，フィリピン。
北米：米国，カナダ。
EU１５：英国，ドイツ，フランス，イタリア，オランダ，ベルギー，ギリシャ，ルクセンブルク，デンマーク，スペイ

ン，ポルトガル，オーストリア，フィンランド，スウェーデン，アイルランド。
中・東欧：ポーランド，ハンガリー，チェコ，スロバキア，ブルガリア，ルーマニア，スロベニア，アルバニア，クロ

アチア，セルビア，モンテネグロ，ボスニア，ヘルツェゴビナ，マケドニア（旧ユーゴスラビア）。
CIS（独立国家共同体）：ロシア，カザフスタン，タジキスタン，ウズベキスタン，キルギス，ベラルーシ，アルメニア，

アゼルバイジャン，ウクライナ，モルドバ，トルクメニスタン，グルジア。
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第１に，日本多国籍企業の海外研究開発活動

の動向である。日本多国籍企業の海外研究開発

活動は全体的に１９７５－７９年の期間から増えは

じめ，１９９０－９４年の期間にピークを迎えてい

る（海外研究開発の全体の３７％）。１９９５－９８年

は２５％で，前期と比べて減少する傾向があ

る。

第２に，地域別の海外研究開発の開始年であ

る。ヨーロッパでは，１９９０－９４年の５年間に

開始したのは全体の５４％を占め，１９９５－９８年

の期間に開始した海外研究開発は全体の１４％

になっている。また，米国では，１９８０－８４年

に開始した海外研究開発は全体の９％を占め，

１９８５－８９年は２５％，１９９０－９４年はさらに３９％

と増大したが，１９９５－９８年になって１８％とな

り，拡大が鈍化している傾向がみられる。それ

に対して，アジアでは，１９９０－９４年に開始し

たのは全体の２８％を占め，１９９５－９８年は全体

の４２％になっている。

第３に，中国での研究開発の現状である。調

査を実施した時点では，中国において稼動して

いる日本多国籍企業の研究開発拠点は２９ヶ所

であった。開始年次からみると，９０年１社，９３

年２社，９４年３社，９５年６社，９６年８社，９７

年５社，９８年４社となっており，すべて１９９０

年以降に開始したものである。１９９０－９４年の５

年間の開始企業は６社であるのに対して，１９９５

－９８年の４年間の開始企業は２３社あり，最近

の５年間に集中していることが指摘されてい

る。

近藤（２００７）は，日系電機メーカーを中心にイ

ンタビュー調査を行い，中国における日本企業

の研究開発拠点の実態を分析した。結果として

は，次の４点が判明した。

第１に，日本電機メーカーは２０００年代から

中国に研究開発拠点を設置している。

第２に，研究開発活動の実態をみると，基礎

研究や応用研究というレベルではなく，中国市

場向け製品のカスタマイズ化のための設計段階

が中心となっている拠点が多い。

第３に，中国の設計開発機能は中国市場向け

製品だけでなく，アジア市場向け製品のカスタ

マイズ化にも活用されている。

第４に，中国政府は国家標準の制定を全面的

に推進する方針を固めているため，中国の標準

化の動きを捉えることも研究開発拠点の重要な

役割である。

近藤は，中国の研究開発拠点の活動領域を制

約する要因には，１）技術系の人材の離職率の高

さ，２）研究開発戦略面で日本国内を優先する企

業が多いことにあるとしている。

北（２００２）は，多国籍企業が中国での研究開発

を行う要因には，市場の要因に加え優秀な人材

の確保という要因もあると指摘している。ま

た，多国籍企業の中国における研究開発活動の

現状については，次の３点を指摘している。

第１に，中国は家電やオートバイの分野にお

いて技術を蓄積しているが，先進諸国と同水準

にはなっていない。しかも，イノベーションの

知的財産権に対する保護が不十分で，分析計

測，実験検査機器などの先進諸国からの持ち込

み規制もある。そのため，中国での研究の内容

が限定され，中国は必ずしも魅力的な研究開発

活動の進出先ではない。

第２に，中国の法制度は整いつつあるが，特

許権侵害を引き起こすエンフォースメント，職

務発明の認定，技術秘密情報の漏洩といった研

究開発に影響を及ぼす問題は残されたままであ

る。また中国人エンジニアはジョブホッピング

志向が強く，個人中心志向である。

第３に，研究開発は基礎研究，応用研究，開

発研究に分類されるが，中国での研究開発は，

市場戦略のもと，現地ニーズに対して母国技術

で設計変更を行う市場対応型の応用開発段階

か，もしくはライン業務に近い製品開発の拠点

として位置付けられている。

趙（２００７）は，国際産学連携の研究人材の確保

効果の視点から，中国における日本多国籍企業

の研究開発拠点および現地の大学にインタ

ビュー調査を行った。中国における日本企業の
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研究開発活動について，次のように指摘してい

る。

第１に，日本企業の中国での研究開発活動は

１９９５年以降本格化している。

第２に，業種別では電機機器，情報産業が

もっとも多く，そのほか化学用品，食品および

繊維製品に関連する企業も中国で積極的に研究

開発を行っている。

第３に，進出地域では，北京，上海，広州に

集中しているが，ソフトウェア関連の研究開発

では大連や西安へ進出する傾向がある。また，

蘇州，南京，天津などコストが比較的低い地域

に移転する動きもあると指摘している。

金（２００６）は，日米欧企業各３社を調査して，

中国における多国籍企業の研究開発活動につい

て，次のことを明らかにしている。

第１に，多国籍企業の研究開発は主に情報通

信，バイオ，製薬，化学，交通輸送，食品など

に集中している。また，知的財産権管理を強化

するため，多国籍企業による１００％出資の研究

開発拠点が多い。

第２に，現地市場開拓また現地資源利用を目

的とする研究開発の拠点が多い。しかし，近

年，グローバル研究開発機能を持つコーポレー

トレベルの研究開発拠点の設置が増えている。

第３に，研究開発拠点は，人材の集中する北

京や上海に立地しているが，最近では，生産拠

点との一体性，人材の安定性や低コストなどの

面で，天津，杭州など沿岸都市や，成都，重

慶，西安などの内陸部にも展開している。

第４に，研究開発費は，基本的に本社研究開

発部門から調達している。

さらに，日本多国籍企業の中国における研究

開発活動については，次の３点を指摘してい

る。

第１に，日本企業の研究開発の国際化が欧米

企業と比べて遅れている。また，技術漏洩と優

秀な人材の流出を懸念して本格的な対中国研究

開発活動を控えているため，全体的に日本企業

の研究開発センターの存在感がまだ薄い。

第２に，欧米企業は現地市場戦略との関係は

密接で，基礎研究も現地拠点主導でテーマ設定

が行われている。それに対して，日系企業の拠

点は現地事業拠点との連携が希薄で本社研究開

発部分のオフショア拠点として機能し，現地拠

点よりも本国親会社の研究開発部門が主導権を

握っている。

第３に，欧米企業より日系企業の方が，積極

的に中国の大学や研究所と産学連携を行ってい

る。

春名（２００５）は，日本企業の中国への研究開発

進出動機は，生産，研究開発戦略がかかわって

いると指摘している。さらに，中国現地の法制

度，現地人材の確保から，日本企業の中国での

研究開発現状について，次の３点を指摘してい

る。

第１に，中国における欧米企業の研究開発段

階はすでに応用開発段階に達しているが，日本

企業の研究開発活動の現状は全体的には現地市

場の嗜好，ニーズに即して親会社の製品の設計

変更を行う市場対応型の応用開発にもまだ達し

ていない。

第２に，他地域と比べ，中国における日本企

業の１社当たりの研究開発費は少ない。

第３に，中国に進出している日本企業のなか

で電機と情報通信の研究開発費投入は相対的に

高いが，輸送機械，食料品，精密機械などでは

現地での研究開発活動がほとんど行われていな

い。

安田（２００３）は，日本多国籍企業による米国で

の研究開発と中国での研究開発の要因，目的に

ついて比較分析を行った。日本企業による海外

研究開発活動の変化としては，２０００年代に

入ってから米国より中国での拠点設置が多く

なっている。他方，米国と中国への研究開発拠

点の設置要因あるいは研究開発目的には明らか

な相違点がある。米国での研究開発は現地（あ

るいは他地域）市場向け製品開発，改良が主な

要因であると同時に，米国の技術資源の活用も

重要な要因である。それに対して，中国での研
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究開発は，製品開発や改良がもっとも重要な要

因であるが，現地生産支援や技術移転，設計機

能といった，現地企業活動をサポートするのも

重要な要因であると指摘している。

安田（２００５）は，日本企業の海外研究開発拠点

の設置は１９８０年代終わりから１９９０年代初頭に

かけて本格化していると指摘している。１９９１

年末までは北米に２７７ヶ所，欧州に１２６ヶ所，

アジアに８１ヶ所，その他地域に１４ヶ所，合計

４９８ヶ所の拠点が設置されていた。２００３年は，

日本企業の海外研究開発拠点は１０３０ヶ所で，

そのうち北米は３３４ヶ所，欧州は１９２ヶ所，ア

ジアは４６１ヶ所，その他地域は４３ヶ所となっ

ていた。件数の伸び率をみると，北米は２１

％，欧州は５２％，アジアは４６９％，その他地域

は２０７％となり，アジア地域に多くの研究開発

拠点が増設されている。

さらに，アジア地域について研究開発拠点を

国・地域別に分類した結果，単独国として中国

の設置件数が圧倒的に多く，２１２ヶ所が設置さ

れている。また，米国への進出状況と比べる

と，拠点設置総数ではアメリカが中国を上回っ

ていた。しかし，２０００年代にはいると，日本

企業がアメリカへの研究開発拠点の展開は鈍化

し，海外研究開発拠点の設置地域としては中国

へ移ってきている。また，中国国内の研究開発

拠点の地域分布をみると北京６５ヶ所，上海４８ヶ

所，江蘇３２ヶ所，香港２４ヶ所，広東１０ヶ所，

遼寧９ヶ所，陝西５ヵ所，その他１９ヶ所とな

り，研究開発拠点は集中化する傾向がみられる。

以上の先行研究をまとめると，図表２のよう

に要約することができる。

図表２をみると，対象企業数は安田の研究を

除いて少ない。しかも，安田の研究で用いられ

たデータの調査時点は２００３年であり，その後

の全体像は明らかになっていない。

そこで，本稿ではできるだけ多くの企業を対

象にして，最新のデータを用いて近年の日本多

国籍企業の中国での研究開発活動の全体像を解

明することにしたい。分析項目は，どれだけ

先行研究 分析方法
調査
年次

対象
拠点数

分析項目

主な発見事実設置
推移

現地
環境

実施
要因

業種
分布

地域
分布

吉原・メセ・岩田（１９９９）
アンケート
調査

１９９８ ２９
１９９５年以降，日本多国籍企
業の中国での研究開発活動
の活発化など。

近藤（２００７）
インタビュー

調査
２００６ １２

電機において人材の質は高
く，量は豊富。離職率は高
いなど。

北（２００２） ２次資料 １９９８ ２９
中国は魅力的な研究開発環
境になっていない。要因は
豊富な人材，誘致政策など。

趙（２００７）
インタビュー

調査
２００５ １１

実施要因は，研究開発人材
の活用など。

金（２００６）
インタビュー

調査
２００５ ３

業種は情報通信，バイオに
集中。実施要因は，技術の
現地化，情報収集，技術モ
ニタリングなど。

春名（２００５） ２次資料 ２００４ ３２
電機，通信以外の業種の研
究開発活動はほとんど行わ
れていないなど。

安田（２００３，２００５） ２次資料 ２００３ １８８
実施要因は，製品改良，現
地企業活動のサポート。拠
点は上海，北京に集中など。

図表２ 日本多国籍企業の中国における研究開発活動に関わる主な先行研究の要約

注） は日本多国籍企業のみ， は欧米多国籍企業を含む研究。
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の，どのような企業が，どこで，どのような規

模で，いかなる形態で研究開発活動を展開して

いるのかを明らかにするために，�研究開発拠
点数，�研究開発拠点の業種分布，�研究開発
拠点の地域分布，�研究開発拠点の資本金，�
研究開発拠点の出資比率，という５つの側面に

注目し全体像を解明することにしたい。先行研

究では，資本金や出資比率についてはほとんど

分析されていないが，それらの分析は多国籍企

業の規模や所有政策上（経営権，利益の分配な

どの面で）重要な意味をもっているため，本稿

ではそれらの側面にも注目して分析することに

したい。

３．中国における日本多国籍企業の研究開発活

動の全体像

東洋経済（２００７）の調査５）では，２,４２２社の日本

多国籍企業が中国６）へ進出し，４,７５７社の現地法

人を設置している。その数は，日本多国籍企業

の海外拠点全体の２２．４％を占めている。ま

た，１９９７年日本多国籍企業の中国における現

地法人数は海外拠点全体の１３．６％，他の地

域・国と比べるとこの１０年間最も速いスピー

ドで成長してきた（図表３）。

すなわち，日本多国籍企業にとって，海外事

業全体のなかで中国事業は非常に重要な位置づ

けになっていると考えられる。

� 研究開発拠点数

日本多国籍企業は１９８４年から２００６年にかけ

て，中国には２５５ヶ所の研究開発拠点を設置し

ている（図表４）。本稿では，拠点数の増加に注

目し，４つの期間に分けて分析することにした

い。

第１期は，１９８４－９１年の８年間で，計１６ヶ

所という比較的少ない増加数になっている。

第２期は，１９９２－９９年の８年間で，毎年５－

９ヶ所が設置され，第１期よりやや活発化して

いる。第１，２時期の特徴としては，設置され

５）東洋経済（２００７）の『海外進出企業総覧』は，次の
ような調査方法で作成されている。国内の上
場・未上場会社６,２４９社（海外現地法人，支店
のない２,０８１社を含む）を対象にアンケート調
査（第３６回）を実施している（原則２００６年１１月
現在）。回収率は約５４％である。現地法人の出
資企業がいずれも未回答の場合は前年版データ
を掲載しているが，プレスリリース，有価証券
報告書，電話取材などからできる限り定期的に
情報を補足，更新している。東洋経済の日本企
業海外進出に関する調査は，歴史が長く，調査
対象の範囲も広いため，信頼性が高く適切な２
次資料になると考えられる。

６）香港，マカオが中国に返還されたが，経済発展
レベル，政治制度などの違いで，本研究におい
ては中国本土のデータのみ取り扱っている。

年次
地域・国

１９９７年 ２００６年

アジア ５，４０４（４２．４） ７，８５３（３７．０）

中近東 ５８（ ０．５） １１２（ ０．５）

北米 ２，４４１（１９．２） ３，６３６（１７．１）

ヨーロッパ ２，０９７（１６．５） ３，３４９（１５．８）

中南米 ５２８（ ４．２） ８６７（ ４．１）

アフリカ ６６（ ０．５） １１５（ ０．５）

オセアニア ４０５（ ３．２） ５３７（ ２．５）

中国 １，７３４（１３．６） ４，７５７（２２．４）

全体 １２，７３３（１００．０） ２１，２２６（１００．０）

図表３ 日本多国籍企業の海外現地法人数

出所）東洋経済（２００７）より筆者作成。
注）対比するために，アジアから中国のデータを抽出。以下同様。
（ ）内は構成比率。
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る拠点数は安定し大きな変動はあまりみられな

い。

第３期は，２０００－０４年の５年間で，日本多

国籍企業の中国における研究開発拠点設置の急

増期である。２０００年から研究開発拠点の設置

が急増し始め，２００４年にピークを迎え，単年

度で５２ヶ所の設置がみられる。

第４期は，２００５年以降で，現時点では２年間

のデータしかないが，それをみる限り，日本多

国籍企業による中国での研究開発拠点の新設置

数はいったん減速している傾向がみられる。１つ

の要因として，２００５年から日本多国籍企業の

海外，そして中国への直接投資が全体的に低減

しはじめたことにあると考えられる（図表５）。

� 研究開発拠点の業種分布

現時点で日本多国籍企業は中国に２５５ヶ所の

研究開発拠点７））を設置しているが，そのうち

製造業に所属する拠点数は最も多く，１２９ヶ所

で全体の５０．６％を占めている。ここでは製造

業の研究開発拠点の業種分布についてさらに詳

７）同時に製造活動などを行っている拠点も含む。
以下同様。

第 １ 期

設置年 １９８４ １９８５ １９８６ １９８７ １９８８ １９８９ １９９０ １９９１

拠点数 １ ０ ０ ４ ３ ３ ２ ３

第 ２ 期

設置年 １９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９

拠点数 ９ ５ ７ ７ ５ ８ ６ ７

第 ３ 期 第 ４ 期 合 計

設置年 ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６
２５５

拠点数 １５ ２０ ２７ ３１ ５２ ２８ １２

図表４ 研究開発拠点数と推移

出所）東洋経済（２００７）より筆者作成。

図表５ 日本多国籍企業による世界・中国現地法人設置数の推移

出所）東洋経済（２００７）より筆者作成。
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しく分析することにしたい。

本稿では，東洋経済の業種分類に基づいて，

製造業を１４の業種に小分類する。その結果，

中国における日本企業の研究開発拠点の業種

は，電機・電子機器（以下，電機）が５８ヶ所（全

体の２２．７％），機械が１９ヶ所（７．５％），化学・

薬品（以下，化学）が１３ヶ所（５．１％），自動車・

部品（以下，自動車）が９ヶ所（３．５％），精密機

器が８ヶ所（３．１％），食料品が６ヶ所（２．４％）な

どとなっている（図表６）。

さらに業種分布の推移をみると，電機の研究

開発拠点の設置は早い時期からはじまり，第３

期にピーク期を迎え，その後，減少している。

機械の研究開発拠点の設置は，電機と類似して

いる。化学の研究開発拠点の設置は早い時期か

ら展開されてきたが，成長していくペースは変

化していない。また自動車の研究開発拠点の設

置状況は精密機器と類似しており，第２期（１９９

２－９９年）からはじまり，第３期（２０００－０４年）

に急増している。食料品は他業種と異なって，

第２，３期の新規設置は第１期より少ない。そ

のほか，非鉄金属・運送用機器などの拠点設置

は他業種より遅れており，拠点数も少ない（上

記の期間分析は，それぞれの期間に設立された

拠点が現在どのようになっているかを分析した

ものである。以下同様。）。

� 研究開発拠点の地域分布

日本多国籍企業の中国における研究開発拠点

の地域分布をみると，地理的に上海（９５ヶ

所），北京（５３ヶ所），江蘇（３２ヶ所）の３つの地

域に集中している。この３つの地域にあわせて

１８０ヶ所の研究開発拠点が集中し，全体の７０．６

％を占めている（図表７）。

上海では，現地法人数は１６７３で全体の３５．２

％を占め，研究開発拠点数は９５ヶ所で全体の

３７．３％を占め，両方ともトップになってい

る。上海の研究開発拠点数と現地法人数との比

率は５．７％になっている。

北京では，現地法人数は３２１で全体の６．７％

しか占めていないにもかかわらず，研究開発拠

点数は５３ヶ所で全体の２０．８％を占めている。

北京の研究開発拠点数と現地法人数との比率は

１６．５％となっている。

時期
業種

第１期 第２期 第３期 第４期
計

（１９８４－９１年）（１９９２－９９年）（２０００－０４年）（２００５－０６年）

製造業 ９（ ７．０） ２７（２０．９） ７８（６０．５） １５（１１．６） １２９（５０．６）

電機・電子機器 ３（ ５．２） １３（２２．４） ３８（６５．５） ４（ ６．９） ５８（２２．７）

機械 ２（１０．５） ４（２１．１） １０（５２．６） ３（１５．８） １９（ ７．５）

化学・薬品 ２（１５．４） ５（３８．５） ３（２３．１） ３（２３．１） １３（ ５．１）

自動車・部品 － １（１１．１） ８（８８．９） － ９（ ３．５）

精密機器 － ２（２５．０） ６（７５．０） － ８（ ３．１）

食料品 ２（３３．３） １（１６．７） １（１６．７） ２（３３．３） ６（ ２．４）

非鉄金属 － － １（３３．３） ２（６６．７） ３（ １．２）

運送用機器・造船 － － １（５０．０） １（５０．０） ２（ ０．８）

繊維業 － － ２（１００．０） － ２（ ０．８）

金属製品 － － ２（１００．０） － ２（ ０．８）

鉄鋼業 － １（５０．０） １（５０．０） － ２（ ０．８）

窯業・土石・ガラス － － １（１００．０） － １（ ０．４）

出版・印刷 － － １（１００．０） － １（ ０．４）

その他製造 － － ３（１００．０） － ３（ １．２）

非製造業 ７（ ５．６） ２７（２１．４） ６７（５３．２） ２５（１９．８） １２６（４９．４）

合計 １６（６．３） ５４（２１．２） １４５（５６．９） ４０（１５．７） ２５５（１００．０）

図表６ 研究開発拠点の業種分布と推移

出所）東洋経済（２００７）より筆者作成。
注）（ ）内は構成比率。
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江蘇では，現地法人数は７２９で全体の１５．３

％を占め，研究開発拠点数は３２ヶ所で全体の

１２．５％を占めている。江蘇の研究開発拠点数

と現地法人数との比率は４．４％で，平均比率の

５．４％より低い。

すなわち，日本多国籍企業の研究開発拠点の

設置は北京，上海，江蘇３つの地域に集中して

いるが，３つの地域のなかで北京での研究開発

実施比率が最も高い。その１つの理由として，

中国において北京は高いレベルの大学，研究機

関，優秀な人材が集中しており，日本多国籍企

業の研究開発にとって，よい環境が整っている

ことが考えられる。

つぎに，時期別に主な地域での研究開発拠点

の設置の推移について分析することにしたい

（図表８）。

上海における研究開発拠点数は最も多く，全

体の３７．３％を占めている。しかしながら，ほ

かの地域と比べ，減速傾向が著しい。９５ヶ所

のうち，１９８４－９１年に６ヶ所（６．３％），１９９２－

９９年 に２２ヶ 所（２３．２％），２０００－０４年 に５７

（６０．０％），２００５年以降に１０ヶ所（１０．５％）が設

置されている。

また，北京にある５３ヶ所の研究開発拠点の

うち，１９８４－９１年に３ヶ所，１９９２－９９年に１４

ヶ所，２０００－０４年に２６ヶ所，２００５－０６年に

１０ヶ所が設置されている。また，北京は上

海，江蘇と同じく，２０００－０４年にピークを迎

え，２００５年以降新拠点の設置が減速してい

る。しかし，２００５－０６年の構成比は１８．９％

で，上海，江蘇より高い。つまり，北京は重要

な研究開発拠点設置地であり，他の地域と比べ

て相対的に優位性をもっている。

全体的にみると，日本多国籍企業による中国

での研究開発拠点の設置は２００４年にピークを

迎え，新規拠点設置数は鈍化しているが，拠点

の総数では増え続けている。また地域ごと，時

期ごとにみると，第３期（２０００－０４年）から拠

所在地 現地法人数（Ａ） 研究開発拠点数（Ｂ） （Ｂ）／（Ａ）

上海 １，６７３（３５．２） ９５（３７．３） ５．７％

北京 ３２１（ ６．７） ５３（２０．８） １６．５％

江蘇 ７２９（１５．３） ３２（１２．５） ４．４％

遼寧 ３０５（ ６．４） １６（ ６．３） ５．２％

浙江 ２１５（ ４．５） １３（ ５．１） ６．０％

広東 ６７８（１４．３） １２（ ４．７） １．８％

天津 ２２６（ ４．８） １０（ ３．９） ４．４％

山東 ２３７（ ５．０） ７（ ２．７） ３．０％

陝西 ２１（ ０．４） ５（ ２．０） ２３．８％

湖北 ３４（ ０．７） ４（ １．６） １１．８％

安徽 ２５（ ０．５） ２（ ０．８） ８．０％

�龍江 ８（ ０．２） １（ ０．４） １２．５％

福建 ６５（ １．４） １（ ０．４） １．５％

湖南 １５（ ０．３） １（ ０．４） ６．７％

広西 １１（ ０．２） １（ ０．４） ９．１％

四川 ３０（ ０．６） １（ ０．４） ３．３％

新疆 ７（ ０．１） １（ ０．４） １４．３％

重慶 ２５（ ０．５） － －

河北 ５４（ １．１） － －

その他 １５７（ ３．３） － －

合計 ４，７５７（１００．０） ２５５（１００．０） ５．４％

図表７ 日本多国籍企業の中国における現地法人と研究開発拠点の地域分布

出所）東洋経済（２００７）より著者作成。
注）（ ）内は構成比率。
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点の設置は遼寧，浙江，広東，天津など地域へ

広がっている傾向がみられる。

� 研究開発拠点の資本金分布

ここでは日本多国籍企業の中国における研究

開発拠点の出資状況についてみることにしたい。

２５５ヶ所の研究開発拠点のうち１億円未満の

拠点がもっとも多く，９３ヶ所（３６．５％）となって

いる。次に，１－５億円未満は８３ヶ所（３２．５％），

５－１０億円未満は２６ヶ所（１０．２％），１０億円以

上は（１１．０％）となっている。すなわち，現段階

では日本多国籍企業の中国における研究開発拠

点は小規模なものが圧倒的に多い（図表９）。

時期ごとにみると，第１期（１９８４－９１年）の

拠点では１億円未満の拠点数の構成比率はもっ

とも高く，同時期の５６．３％を占めている。第

２期（１９９２－９９年）の拠点では１億円未満の構成

比率が大幅に下がっている一方，５－１０億円未

満および１０億円以上の構成比率が高くなって

いる。第３期（２０００－０４年）の拠点は第２期の

時期
所在地

第１期 第２期 第３期 第４期
計

（１９８４－９１年） （１９９２－９９年） （２０００－０４年） （２００５－０６年）

上海 ６（ ６．３） ２２（２３．２） ５７（６０．０） １０（１０．５） ９５（３７．３）

北京 ３（ ５．７） １４（２６．４） ２６（４９．１） １０（１８．９） ５３（２０．８）

江蘇 １（ ３．１） １０（３１．３） １７（５３．１） ４（１２．５） ３２（１２．５）

遼寧 １（ ６．３） ２（１２．５） １０（６２．５） ３（１８．８） １６（ ６．３）

浙江 － １（ ７．７） ９（６９．２） ３（２３．１） １３（ ５．１）

広東 － － １０（８３．３） ２（１６．７） １２（ ４．７）

天津 １（１０．０） １（１０．０） ６（６０．０） ２（２０．０） １０（ ３．９）

山東 １（１４．３） ２（２８．６） １（１４．３） ３（４２．９） ７（ ２．７）

陝西 １（２０．０） － ４（８０．０） － ５（ ２．０）

湖北 － － ３（７５．０） １（２５．０） ４（ １．６）

安徽 － － １（５０．０） １（５０．０） ２（ ０．８）

�龍江 － １（１００．０） － － １（ ０．４）

福建 １（１００．０） － － － １（ ０．４）

湖南 － － － １（１００．０） １（ ０．４）

広西 － － １（１００．０） － １（ ０．４）

四川 １（１００．０） － － － １（ ０．４）

新疆 － １（１００．０） － － １（ ０．４）

合計 １６（ ６．３） ５４（２１．２） １４５（５６．９） ４０（１５．７） ２５５（１００．０）

時期
資本金

第１期 第２期 第３期 第４期
計

（１９８４－９１年）（１９９２－９９年）（２０００－０４年）（２００５－０６年）

１億円未満 ９（５６．３） １４（２５．９） ５２（３５．９） １８（４５．０） ９３（３６．５）

１－５億円未満 ６（３７．５） ２０（３７．０） ４７（３２．４） １０（２５．０） ８３（３２．５）

５－１０億円未満 － ６（１１．１） １８（１２．４） ２（ ５．０） ２６（１０．２）

１０億円以上 １（ ６．３） ８（１４．８） １２（ ８．３） ７（１７．５） ２８（１１．０）

不明 － ６（１１．１） １６（１１．０） ３（ ７．５） ２５（ ９．８）

合計 １６（１００．０） ５４（１００．０） １４５（１００．０） ４０（１００．０） ２５５（１００．０）

図表８ 研究開発拠点の地域分布と推移

出所）東洋経済（2007）より著者作成。
注）（ ）内は構成比率。

図表９ 研究開発拠点の資本金分布と推移

出所）東洋経済より筆者作成。
注）為替レート：１ドル＝１１７．３５円，１元＝１４．８４円（日本銀行２００６年１１月のデータ）で計算。
（ ）内は構成比率。
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拠点と比べると，１億円未満の構成比率の増加

と１０億円以上の構成比率の低減が特徴として

みられる。第４期（２００５－０６年）の拠点では，１

億円未満の構成比率の増加が続いている一方，

１０億円以上の構成比率は最も高く１７．５％と

なっている。

したがって，日本多国籍企業の中国での研究

開発拠点の設置は２００４年にピークを迎え，２００５

年以降新規設置件数は鈍化してきたが，研究開

発への投資が大規模化しているという特徴がみ

られる。

� 研究開発拠点の出資比率

研究開発拠点への出資比率に関しては，全体

的にみると，１００％出資の拠点数が最も多く，

１３５ヶ所で全体の半分以上占めているが，設置

時期ごとに違いがみられる（図表１０）。

第１期（１９８４－９１年）の拠点では，日本多国

籍企業による１００％出資が同期全体の２５％を

占めていた。しかも，５０％未満の研究開発拠

点数が同期全体の４３．８％を占め，構成比率が

最も大きい。

しかし，第２期（１９９２－９９年）の拠点になる

と構成比率が一転している。この時期は１００％

出資の割合が最も多く４４．４％となり，５０％未

満の出資は最も小さく同期全体の１６．７％と

なっている。

第３期（２０００－０４年）の拠点は，１００％出資の

構成比率が最も高く６２．１％となり，５０％未満

出資の構成比率は１１．０％で４つの時期のなか

で最も低い。

第４期（２００５年以降）の拠点になると，１００％

出資の構成比率は４２．５％までに下がり，５０％

以上の出資の構成比率は３５．０％，５０％未満の

出資の構成比率は２２．５％となっている。

４．全体像の分析

前節では，近年の日本多国籍企業の中国にお

ける研究開発の全体像を把握するために，でき

るだけ最新かつ多くの企業を対象にしたデータ

ベースを用いて分析を行った。その結果，以下

の事実が明らかになった。

第１に，日本多国籍企業による中国での研究

開発拠点の設置は，２５０拠点を超えている。設

置は，１９８０年代末からはじまり，２００４年に

ピークを迎え，２００５年から新規設置拠点数が

減少しているものの，拠点数は着実に増加して

いる。

第２に，研究開発拠点の業種分布は，製造業

のなかでは，電機，機械，化学，自動車，精密

機器の拠点数が上位５位になっている。また，

業種ごと時期ごとに設置のペースは異なってい

る。電機，機械の設置は他の業種より早い段階

から始まり，第４期に入ってから新規設置は減

少している。化学の設置は早い段階から始まっ

たが，新規設置ペースをみると大きな変化がな

く安定的に成長している。自動車の設置は他業

種より遅れているが，第３期に急速に増加して

いる。

第３に，研究開発拠点の地域分布は，上海，

北京，江蘇の３つの地域に集中している。しか

時期
出資比率

第１期 第２期 第３期 第４期
計

（１９８４－９１年）（１９９２－９９年）（２０００－０４年）（２００５－０６年）

５０％未満 ７（４３．８） ９（１６．７） １６（１１．０） ９（２２．５） ４１（１６．１）

５０－１００％未満 ５（３１．３） ２０（３７．０） ３６（２４．８） １４（３５．０） ７５（２９．４）

１００％ ４（２５．０） ２４（４４．４） ９０（６２．１） １７（４２．５） １３５（５２．９）

不明 － １（ １．９） ３（ ２．１） － ４（ １．６）

合計 １６（１００．０） ５４（１００．０） １４５（１００．０） ４０（１００．０） ２５５（１００．０）

図表１０ 研究開発拠点の出資比率と推移

出所）東洋経済（２００７）より著者作成。
注）（ ）内は構成比率。
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し，２０００年以降は，遼寧，天津，山東，陝西，湖

北などの地域へ広がっている傾向がみられる。

第４に，中国における日本多国籍企業の研究

開発拠点の規模は全体的に小さいが，２００５年

以降は大規模な研究開発拠点が増加している。

第５に，日本多国籍企業の中国での研究開発

拠点の出資比率は，全体的にみると１００％出資

が多い。また，１９９１年までの拠点は５０％未満

の出資が多いが，１９９２年以降は１００％出資が

多くなっている。理由としては，１９９２年の�
小平の「南巡講話」を契機とした対外開放の加速

などがあると考えられる。

５．むすび

日本多国籍企業による欧米での研究開発活動

は１９８０年代半ばから展開されてきた。それに

対して，日本多国籍企業による中国での研究開

発拠点は１９９０年代はじめから徐々に設置さ

れ，近年研究開発活動は活発化している。現

在，新興国と呼ばれる中国は，日本多国籍企業

にとって海外生産，販売拠点だけではなく，重

要な研究開発拠点にもなっていることが明らか

になった。

しかしながら，既述の通り，日本多国籍企業

の中国における研究開発活動は時期的にまだ短

く，特に近年の日本多国籍企業の中国における

研究開発活動の全体像は明らかになっていな

かった。

そこで，本稿では，日本多国籍企業の中国に

おける研究開発拠点数，研究開発拠点の業種分

布，研究開発拠点の地域分布，研究開発拠点の

資本金，研究開発拠点の出資比率などについ

て，できるだけ多くの企業を対象にした最新の

データを用いて全体像の解明を試みた。その結

果，安田の研究においては明らかになっていな

かった近年の中国における研究開発活動の全体

像を，本研究によって明らかにすることができ

た。

しかし，個別企業の研究開発活動のプロセス

に関する分析がまだ行われておらず，研究課題

として残されている。したがって，今後は中国

で研究開発活動を積極的に展開している日本多

国籍企業の事例を取り上げて，より詳細な分析

を行う必要がある。
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